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■背景とねらい 

全県下で取り組む「１等米比率全国１位プロ

ジェクト」により、上伊那地域での米の品質向

上を図るため、格落ち要因の課題に基づいた重

点的な指導を行う。 

■本年度の取組と成果 

１ 収穫作業等適期管理の徹底指導 

伊那米総合試験地での水稲生育調査結果（６/

６、15、24、７/５、15 の５回）をＪＡ他関係

機関に情報提供、水稲のＤＶＩによる生育予測

（７/６、11､26の３回）、収穫開始予測（８/16、

30、９/11 の３回）をＨＰに公開し、講習会等

にも活用した。 

２ 「風さやか」専用ハイ窒素肥料の検討 

伊那市田原で「風さやか」専用肥料試験展示

ほ設置し、慣行肥料との比較調査を行なった。 

収量は同等であったが、過剰分げつの抑制や着

粒数が増加する傾向が見られた。今後、本試験

肥料は製品化される見込みである。 

 

写真１ 「風さやか」専用肥料試験展示ほ 
 

３  いもち病及び斑点米カメムシ防除の啓発 

駒ケ根市上赤加須でいもち病の体系防除の展

示ほを設置、クロップナビによる予察情報とと

もに防除啓発を行った。また、斑点米カメムシ

についても、各地ですくい取り調査を実施し、

関係機関に情報提供した。 

■今後の課題と対応 

ＪＡ上伊那でのうるち玄米の１等比率は

98.9％でほぼ目標を達成できたが、格落ち要因

としては胴割粒、斑点粒が多く、課題を残した。 

次年度も、１等米比率の維持向上を図るため、

引き続き啓発指導を行う。 

（技術経営係 福本匡志） 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

近年の気温上昇により、水稲では白未熟粒な

どの高温障害の発生が見られ、品質低下をもた

らしている。そこで、水田センサーを利用した

かけ流し灌漑を実施し、高温障害を回避するた

めの効果的な水管理技術を検証する。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 計測データの集計と品質調査 

 ６/６～９/７の間、箕輪町の集落営農組織の

ほ場で水田センサーを設置し出穂後 20 日間の

かけ流し灌漑による高温障害抑制効果を検証し

た。 

本年度は出穂後 20 日間の平均気温が 25.3℃

と高温障害の多発する気温まで届かず、白未熟

粒の発生は 0.6%であった。本試験では対照区と

なるほ場の品質調査が実施できず、かけ流しに

よる明確な効果は確かめられなかった。 

 

図１ 出穂後 20日間の水温及び水位のデータ 

２ 生産者への感想・課題の聞き取り 

 水田センサーを利用した感想や課題について

聞き取りを行った。水管理へ行く回数を減らす

ことができ省力化になったという意見の他、ほ

とんどのほ場に設置するには本体価格や通信料

が高いといった課題も出た。 

 

■今後の課題と対応 

 今年度は明確な効果が得られなかったが、水

温のデータを取得できたため、今後の水管理技

術の参考とする。水田センサーの効果的な利用

について引き続き検討していく。 

（地域第一係 濵） 

付加価値の高い米生産の推進 

◆重点推進方策Ⅱ：実需者ニーズに応じた高品種米生産と 

水田の総合活用 

                                  による土地利用型農業の推

進 

水田センサーを利用した水稲の

高温障害回避水管理技術の実証 
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■背景とねらい 

 上伊那管内で、雑草イネの発生が確認されて

から 17年以上経過した。これまで雑草イネに有

効な除草剤による３剤体系処理の普及、雑草イ

ネ撲滅に向けた対策講習会などを行ってきたが、

発生が増加している地域も見られる。 

 そこで、昨年に引き続き、関係機関で発生田

の情報を把握、共有し、生産者に対して有効な

対策の啓発活動に取り組む。 

■本年度の取組と成果 

１ 発生状況の把握 

 駒ケ根市では８月 13 日、20 日、飯島町では

８月 23日、宮田村では８月 24日に、それぞれ

の営農センターで前年発生ほ場を中心に現地調

査を実施し、マップ化を行った。 

２ 水田除草剤による体系防除試験の実施 

⑴ 宮田村 

 宮田村では、

ＪＡと連携し、

雑草イネに有効

な除草剤の３剤

体系による防除

試験を実施し、

新たな体系処理

の効果を確認した。 

⑵ 飯島町 

 飯島町では、雑草イネに有効な３剤体系処理

の展示ほを設置した。７月４日に越百黄金生産

者８名に試験結果報告と試験ほの様子を見てい

ただいた。ほ場を管理するＫ氏からは、「雑草イ

ネの数がとても減った。効果を感じることがで

きた。」との意見が聞かれた。 

３ 講習会による防除指導 

 ・10月 17日：ＪＡ駒ケ根支所で２回開催。 

 ・10月 18日：ＪＡ飯島支所で２回開催。 

 ・10月 24日：ＪＡ宮田支所で１回開催。 

■今後の課題と対応 

 雑草イネ発生田の把握と対象生産者に対して

防除対策の指導と周辺生産者への啓発を継続す

る。 

（技術経営係 福本、地域第二係 青沼） 

 

 

 

 

■背景とねらい 

「長野県主要農作物及び伝統野菜等の種子に

関する条例」（令和２年４月１日施行）のもと策

定された「長野県主要農作物種子生産ビジョン」

に基づき、優良種子の確実な生産に向けた採種

技術における現地指導や巡回等に取組んだ。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 活動内容 

⑴ 指導会・現地巡回 

ア 指導会等 

水稲は栽培指導会を７月４日（参集 25名）、

研修会を 12月 15日（参集 24名）に実施した。

大豆は新たな生産者が増え、部会を立ち上げ

たことから、役員を対象とした勉強会を４月

12日（参集３名）実施した。 

イ 現地巡回及び作柄調査 

各品目で１回実施し、水稲においては、イ

ネばか苗発生病防止の為、苗間巡回を２回実

施した。 

⑵ 審査 

ア ほ場審査 

各品目２回実施。審査時に問題があったほ

場は対応後に再審査を行った。 

イ 生産物審査（発芽試験） 

品目ごとに 100粒４反復/１ロット実施。 

すべての品目で審査基準を満たし合格種子

となった。 

２ 結果 

契約数量の達成率は大麦 100％、小麦 139％、

夏そば 47％、秋そば 98％、コシヒカリ 104％、

あきたこまち 100％、ひとめぼれ 131％、ナカセ

ンナリ 111％、ギンレイ 82％となった。 

■今後の課題と対応 

 種子場産地強化計画を達成し、持続的な優良

種子の供給を図る。また関係機関が一体となっ

て、種子の混種・発芽不良などの事故防止のた

め、採種栽培工程チェックリストを活用した指

導の徹底を行い、信頼性の高い優良な種子の供

給に努めていく。 

（地域第二係 山戸） 

防除対策推進による雑草イネ撲滅 優良種子の安定供給 

写真１ 除草剤３剤体系試験ほ 
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■背景とねらい 
特定外来生物に指定される難防除雑草のアレ

チウリは、飼料用とうもろこし圃場で発生する

と、収穫機械に蔓が絡みつき収穫作業の妨げや、

飼料に混入すると嗜好性および栄養価の低下、

多発圃場では作物体を引き倒し著しい収量低下

を招き問題となっている。現地ではブームスプ

レイヤーを用いた除草剤による体系防除を行っ

ているが、アレチウリが繁茂する７月中旬以降

は飼料用とうもろこしの丈が伸び、機械が圃場

に入れないため防除が困難となる。 

そこで、近年スマート農業技術として注目さ

れているドローンを用いて、アレチウリ被害の軽

減が可能か、散布実証および効果確認を行う。 

■本年度の取組と成果 

１ 取組内容 

⑴ 試験区の設置および調査方法 

試験区は表１のとおり。調査は①ドローンに

よる空撮・センシング(散布前、11 日後、42

日後)によるアレチウリ発生状況調査、②ドロ

ーン散布時間の測定、ブームスプレイヤー散布

時間(聞き取り)による散布時間の比較、収量調

査(聞き取り)を行った。 

表 1 試験区制 

※6 月 20 日にｹﾞｻﾞﾉﾝｺﾞｰﾙﾄﾞをﾌﾞｰﾑｽﾌﾟﾚｲﾔｰで散布(薬量
150ml/希釈水量 100L/10a)  

２ 取組結果 

⑴ アレチウリの発生状況調査 

事前にアレチウリの発生箇所を把握するた

め、ドローンでの可視光画像およびマルチスペ

クトラムカメラを用いた NDVI画像によるセン

シングを行った。NDVI画像では生育が劣る箇

所の確認は可能であったがアレチウリの判別は

できず、可視画像では拡大するとアレチウリを

確認することができた。 

防除は発生箇所のみにドローンによる散布を

行 

 

 

 

 

 

 

い(図１)、

11日後にセ

ンシングに

より効果の

確認を行

ったとこ

ろ高い防

除効果が

見られた

が、散布 49

日後に再度

可視画像に

よるセンシ

ングを実施

したところ、

再発生したアレチウリが繁茂していた(図２)。

ドローンを用いたアレチウリの発生状況把握及

び除草剤散布は一定の効果が認められたが、再

発生するアレチウリ対策が課題となった。 

(2) 散布時間の比較 

今回散布した除草剤はドローン散布に適した

高濃度少量散布の登録がなく、薬剤補給および

バッテリー交換によるフライト回数の増加か

ら、散布時間はドローンがブームスプレイヤー

に比べ 1.8 倍ほど長くなった。 

(3) 収量の比較 

収量については、試験区が 4,372㎏/10a、対

照区が 4,050㎏/10aでやや試験区の方が多く

なったが、対照区でアレチウリの発生が見られ

なかったため、明確な差は認められなかった。 

■今後の課題と対応 

今後ドローンを本格的に導入する際には、導

入コストおよびランニングコストも踏まえた費

用対効果の検証およびドローン防除による農薬

の登録拡大についても要望していく必要があ

る。併せて、ブームスプレイヤーを用いた適期

の体系防除を徹底していく。 

（技術経営係 唐澤） 

図２ 散布後センシング画像 

図１ 散布位置および散布の様子※ 
※散布時飼料用とうもろこし生育状況 
草丈 3m 前後、葉齢 6.5～7 葉期前後 

※散布は SkyFarm へ依頼(ﾄﾞﾛｰﾝ:T20(DJI 社)) 
※散布高度 2m、散布幅 4m、ｵﾍﾟﾚｰﾀｰによる目視
での散布 

ドローンによる飼料用とうもろこしの除草剤散布方法の検証 

重点推進方策Ⅲ  

豊富な自給飼料を基盤とした国際競争力をもつ酪農経営の展開 
畜産経営の安定と生産力強化 
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■背景とねらい 

「箕輪町自給飼料増産組合」は箕輪町内の酪

農家５戸で構成され、飼料用とうもろこしの共

同収穫機利用および作業を行い、高品質で安定

的な自給飼料生産を行っている。近年輸入飼料

の高騰等により畜産農家における自給飼料生産

の重要性が増していることから、機械利用およ

び共同作業を円滑に行えるように運営支援を行

い、組織の活動強化を図る。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 作業状況把握および取りまとめ 

 巡回による収穫作業状況の把握と機械利用状

況等の取りまとめを行った。今年度は栽培面積

1,550a、調製ロール数 1,591個と過去最大の値

となった（表１）。 

表 1 直近５年間の栽培面積と調整ロール数 

 
２ 情報提供と組織の課題の整理 

総会および全体会議を通じ、今年度の生育状

況や補助金に関する情報提供を行った。また、

収量の向上に向けた適正播種量や砕土、排水対

策について指導を行った。会議では今年度の実

績を共有し、、組織としての課題を整理した。肥

料価格の高騰やインボイス制度が始まることに

より調製したロールを組合名義で売りにくくな

ることといった課題が出された。 

 

■今後の課題と対応 

 今後は生産物の販売も検討しており、情報提

供や意見交換を通して法人化等も踏まえた組織

体制の強化を図る。また、安定した飼料生産に

向け、土壌診断の実施による適正な施肥設計の

指導を行っていく。   （地域第一係 濵） 

 

 

 

 

■背景とねらい 

全国的な高病原性鳥インフルエンザや豚熱の

発生が報告されており、対策の強化が求められ

ている。そこで、伊那家畜保健衛生所(以下、「家

保」)や上伊那農業農村支援センター農業農村振

興課(以下、「振興課」)と協力し、緊急時の迅速

な初動対応と危機管理体制の強化に向け、防疫

演習の実施および消毒ポイントの確認を行う。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 家畜伝染病防疫演習の実施（10月 21日） 

 市町村や合同庁舎内職員等で構成する上伊

那特定家畜伝染病現地連絡会議の構成員を対

象に、豚熱発生時の迅速かつ適切な防疫措置実

施のため、「豚熱に関する特定家畜伝染病防疫指

針」に沿った防疫演習を伊那家保および振興課

と行った。演習では、管内養豚場で豚熱が発生

したことを想定し、情報伝達訓練、埋却地掘削

と消毒ポイント

の運営について

の理解、防護服の

着脱演習を行い、

構成員の意識統

一を図った。（写

真 1） 

２ 消毒ポイントの確認 

管内の主要養鶏場・

養豚場に係る消毒ポ

イントの洗い出しお

よび設置場所につい

て市町村と打ち合わ

せを行うとともに、現

地確認を実施し、見取

り図の作成を行った

（図１）。見取り図に

ついては設置場所管理機関と情報共有し、緊急

時の際に迅速に対応できるように調整している。 

■今後の課題と対応 

 今後も緊急時に備え関係機関と連携し体制強

化を図るとともに、発生防止に向けた畜産農家

への指導も合わせて行う。（技術経営係 唐澤） 

収穫機利用状況の整理支援 家畜伝染病防疫体制の強化 

写真 1 防護服着脱演習の様子 

図 1 消毒ポイント見取図案 


